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平成２２年度事業計画書 
 

本年度の事業計画にあたっては、設立の趣旨に沿って、測量・設計業のもつ社会的

使命に応えるため、定款第４条の規定に基づく次に掲げる事業を実施し、測量・設計

業の健全な発展と向上を期し、もって産業の発展並びに公共の福祉の増進に寄与する。 

 

Ⅰ 定款事項 

１ 測量・設計技術の改善に関する調査・研究及び助言 

(1) 公共物の管理・境界確認に関する調査･研究及び実務講習会等の企画・運営 

技術委員会公共物管理等担当部会において企画・運営 

月例開催（８月を除く） 

① 公共物の管理・境界確認等実務講習会の企画・運営 

   開催時期  平成２２年６月 ２日間を予定 

   募集対象  会員、自治体職員及び一般 

   講  師  技術委員会委員及び外部講師 

   周知方法  ＦＡＸ、ホームページ、建通新聞 

   その他   測量系ＣＰＤ協議会のポイント取得可 

② 境界確認等実務研究会の企画・運営 

   開催時期  平成２２年９月及び１１月の各２日間   （予定） 

   募集対象  会員、自治体職員及び一般 

   講  師  技術委員会委員及び外部講師 

   周知方法  ＦＡＸ、ホームページ、建通新聞 

   その他   測量系ＣＰＤ協議会のポイント取得可 

③ 測量関連勉強会の企画・運営 

 開催回数  年３回開催予定 

 開催時期  年３回を予定 

(2) 地籍調査に関する調査・研究・積算及び研修会等の実施 

技術委員会地籍推進担当部会において企画・運営 

月例開催（８月を除く） 

 ① 地籍調査研修会の企画・運営 

   都市再生地籍調査事業の街区調査を中心とした実務の研修 

   開催時期  平成２２年９月 ２日間を予定 

   募集対象  会員、自治体職員及び一般 

   講  師  外部講師及び技術委員会委員等 

   周知方法  ＦＡＸ、ホームページ、建通新聞等 

   そ の 他  測量系ＣＰＤ協議会のポイント取得可 

② 地籍関連意見交換会 

  地籍調査・測量に関する都市整備局等との意見交換 

   開催回数  年３回予定 

(3) 公共測量作業規程・準則及び測量成果の電子納品等に関する調査・研究 

技術委員会空間情報部会等において企画・運営 

月例開催（８月を除く） 
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 ① 公共測量作業規程・準則の実務講習会の企画・運営 

開催時期  平成２２年６月及び１０月  1 日コースで２回を予定 

募集対象  会員及び一般 

    周知方法  ＦＡＸ、ホームページ、建通新聞等 

そ の 他  測量系ＣＰＤ協議会のポイント取得可 

② 公共測量作業規程準則に伴う最新測量技術講習会の企画・運営 

開催時期  平成２２年６月  １日を予定 

募集対象  会員及び一般 

講  師  賛助会員 

    周知方法  ＦＡＸ、ホームページ 

そ の 他  測量系ＣＰＤ協議会のポイント取得可 

 ③ 測量成果の電子納品に関する調査・研究 

(4) 調査測量に従事する技術者教育及び資格認定等に関する調査・研究 

     技術委員会技術者教育検討部会において企画・検討  

月例開催（８月を除く） 

   ① 測量ＣＰＤ（継続教育）対応・広報活動等 

  (5) 東京都主催の研修会等への講師派遣 

   ① 建設局「測量科」研修会 

      最新の測量技術に関する講義及び測量機器の紹介・実演など 

   ② 産業労働局職業能力開発センター赤羽校の特別講座 

      「地方分権と公共物の管理」について 

２ 測量･設計業の経営改善に関する調査・研究及び指導 

 (1) 独占禁止法遵守のための指導 

  独占禁止法及び公正取引に関する講習会 

   開催回数  平成２１年中に１回予定 

対  象  経営者及び社員 

講  師  総務委員会委員など 

(2) 経営に関する調査・研究 

     総務委員会において調査・研究 

   ① 企業データ調査 

      調査時期  調査基準日は平成２２年７月１日現在、調査日は８月中旬 

      対  象  会員企業 

      目  的  会費及び協会活動の基礎資料 

② 受注状況調査 

   調査時期  平成２２年１０月初旬予定 

   対  象  会員企業 

   主  催  社団法人全国測量設計業協会連合会（以下「全測連」という。）の 

依頼に基づき調査 

③ 経営実態調査   

   調査時期  平成２２年１０月初旬予定 

   対  象  会員企業 

主  催  全測連の依頼に基づき調査 

④ 測量技術者給与実態調査 

   調査時期  平成２２年１０月中旬 

   対  象  会員企業の１０分の１程度 

   主  催  全測連の依頼に基づき調査 
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(3) 経営者研修会の実施 

   総務委員会において企画・運営 

    開 催 日  平成２３年１月下旬 

    対  象   経営者及び社員 

    募集人数  ６０名 

    講  師  外部講師 

３ 測量・設計における制度、技術、経営等に関する情報及び資料の収集並びに提供 

  広報委員会において企画・運営・編集 

(1) ホームページによる協会活動及び測量設計に関する情報提供等 

講習会等への参加者募集等協会活動及び測量設計に関する情報提供等。 

(2) 会誌の発行  

   発行回数   年１回 

   発行時期   平成２３年１月下旬予定 

特  集   未定（測量設計業務等に関連するテーマ） 

(3) 会報の発行 

発行時期   随  時 

内  容   協会の行事・理事会、常任理事会、各委員会の報告、行政機関、 

全測連等からの最新情報をまとめてＦＡＸやメールで会員に提供 

(4)  その他の公益・広報活動 

４ 都民無料相談所の運営等 

   総務委員会において取りまとめ 

(1) 相談所の運営 

運  営  会員会社の入り口に「都民無料相談所」の看板を掲示して、相談に 

当る。 

また、協会事務局においても窓口及び電話での相談に応じる。 

(2) 測量の日行事への参加 

開 催 日   平成２２年６月２日～４日 

開催場所   新宿西口広場イベントコーナー 

内  容   東測協の使命や活動の紹介、測量技術質問コーナー、距離あてゲー

ム、災害と測量に関する動画展示、東測協の書籍紹介等を予定 

そ の 他    ポスターの配布等を行う。 

協力会員会社に懸垂幕の掲示を依頼。 

５ 関係機関及び団体との連絡・提携 

(1) 全測連との連絡・提携 

① 各種調査への協力 

② 情報交換 

(2) 関係機関等に対する陳情・要望活動 

   広報委員会において企画・要望 

① 東京都議会民主党並びに自由民主党への要望 

    要望時期   平成２２年９月初旬 

   要望事項   東京都の予算に対する要望 

② 自由民主党東京都支部連合会への要望 

   要望時期   平成２２年９月中旬 

   要望事項   国家予算に対する要望 
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③ 東京都、関東地方整備局その他関係機関との情報交換及び要望 

情報交換及び要望の時期   随 時  

(3) その他関連団体との連絡・提携・情報交換 

① 各団体との情報交換、交流 

 

Ⅱ 管理・運営事項 

 １ 総会の開催 

  (1) 定期総会 

      開催時期     平成２２年５月２８日 

      議   題（予定） 平成２１年度事業報告承認の件 

平成２１年度収支決算報告及び監査報告承認の件 

               平成２２年度事業計画及び収支予算承認の件 

               新役員の選任 

(2)  予算総会 

開催時期     平成２３年３月下旬（予定） 

      議   題（予定） 平成２３年度事業計画案承認の件 

               平成２３年度収支予算書承認の件 

 ２ 理事会及び常任理事会等 

  (1) 理事会 

      開催回数     年３回予定  

開催時期    平成２２年 ５月２８日 

平成２３年１２月 上旬（予定） 

平成２３年 ３月 下旬（予定） 

  (2) 常任理事会 

      開催回数     年６回（予定） 

      開催時期    平成２２年７月、９月、１１月、平成２３年１月下旬 

               平成２３年３月、５月上旬（予定） 

  (3) 正副会長会 

      開催回数     年６回（予定） 

      開催時期    平成２２年６月、８月、１０月、１２月 

           平成２３年２月、４月（予定） 

  (4) その他 

      公益法人化の検討及び意見交換については、様々なレベルで適宜、実施する。 

 

 ３ その他目的達成に必要な活動 

  (1) 親睦会・懇親会等の実施 

 総務委員会において企画・運営 

   ① 懇親会の開催 

      開 催 日   平成２２年５月２８日定期総会の後 

② 新年会 

      開 催 日   平成２３年１月下旬 

  (2) 福利厚生・団体保険に関する事務 

① 団体生命保険、医療保険、団体労災保険、経営者傷害保険等の事務 


